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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.19-51 

 添付法令資料 1：    モロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能をモロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能をモロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能をモロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能を    

        定める法律第定める法律第定める法律第定める法律第 24242424----83838383 号を施行する号を施行する号を施行する号を施行する 1984198419841984 年年年年 10101010 月月月月 5555 日付勅令日付勅令日付勅令日付勅令    

        第第第第1111----83838383----226226226226 号号号号（目次） 

 添付法令資料 2：    韓国建築サービス産業振興法韓国建築サービス産業振興法韓国建築サービス産業振興法韓国建築サービス産業振興法（目次） 

 添付法令資料 3：    ウズベキスタンウズベキスタンウズベキスタンウズベキスタン法令法令法令法令ニュースレター～ニュースレター～ニュースレター～ニュースレター～新通貨規制法の重要ポイント～新通貨規制法の重要ポイント～新通貨規制法の重要ポイント～新通貨規制法の重要ポイント～ 

 添付法令資料 4：    自動車サンプリング試験の手続に関する自動車サンプリング試験の手続に関する自動車サンプリング試験の手続に関する自動車サンプリング試験の手続に関する 2019201920192019 年年年年 8888 月月月月 7777 日付日付日付日付    

        インドネシア共和国運輸大臣規則インドネシア共和国運輸大臣規則インドネシア共和国運輸大臣規則インドネシア共和国運輸大臣規則 No.54No.54No.54No.54（目次） 

 添付法令資料 5：    鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019年 12月 20日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 ウズベキスタン共和国におけるアラル海地域における健康、環境及び経済的

不安に対する地域社会強靱化計画のための贈与に関する日本国政府と国際連

合開発計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 243号） 
19.12.13公布 

2 日本国とアメリカ合衆国との間の貿易協定（条約第 10号） 
19.12.13公布 

3 デジタル貿易に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定（条約第 11号） 
19.12.13公布 

4 食糧援助に関する日本国政府とトーゴ共和国政府との間の書簡の交換に関す

る件（外務省告示第 255号） 
19.12.17公布 

5 中央アフリカ共和国内の社会的弱者に対する食糧援助に関する日本国政府と

世界食糧計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 256号） 
19.12.17公布 

6 アフガニスタン・イスラム共和国における小児感染症予防計画のための贈与

に関する日本国政府と国際連合児童基金との間の書簡の交換に関する件（外務

省告示第 257） 
19.12.17公布 

7 民事執行法及び国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関す

る法律の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 189号） 
19.12.18公布／20.04.01施行 

8 民法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 190号） 
19.12.18公布／20.04.01施行 

9 種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第

1674号） 
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19.12.18公布 
10 プルサット上水道拡張計画のための贈与に関する日本国政府とカンボジア王

国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 258号） 
19.12.19公布 

11 パキスタン・イスラム共和国におけるハイバル・パフトゥンハー州新併合地

域における平和構築のための法の支配強化計画のための贈与に関する日本国政

府と国際連合開発計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 259号） 
19.12.19公布 

12 種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第

1693号） 
19.12.19公布 

13 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第917号及び第918
号） 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 人力资源社会保障部关于修改部分规章的决定 
19.12.09公布 人的資源及び社会保障部令第 42号／同日施行 

2 人才市场管理规定（部分修改） 

19.12.09公布 人的資源及び社会保障部令第 42号／同日施行 
3 失业保险金申领发放办法（部分修改） 

19.12.09公布 人的資源及び社会保障部令第 42号／同日施行 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于发布《税务文书电子送达规定（试行）》的公告 

19.12.03公布 国家税務総局／20.04.01施行 
2 关于印发《企业会计准则解释第 13 号》的通知 

19.12.10公布 財政部 財会[2019]21号／20.01.01施行 
3 国务院关税税则委员会关于暂不实施对原产于美国的部分进口商品加征关税措

施的公告 

19.12.15公布 国務院関税税則委員会公告[2019]7号 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国银保监会办公厅关于明确取消合资寿险公司外资股比限制时点的通知 

19.12.06 公布 中国銀行保険監督管理委員会弁公庁 銀保監弁発[2019]230
号 

2 中国银保监会关于印发《关于商业银行资本工具创新的指导意见（修订）》的通

知 

19.11.22 公布 中国銀行保険監督管理委員会 銀保監発[2019]42 号／同日

施行 
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第 3 ロシア 

1 ロシア連邦会計検査院に関するロシア連邦法律第 15 条への変更の導入に関

する 2019年 5月 29日付ロシア連邦法律 No.106-FZ 
公布の日から施行 

2 ロシア連邦租税法典第 2部への変更の導入に関する 2019年 5月 29日付ロシ

ア連邦法律 No.108-FZ 
公布の日から 1か月経過後に施行。ただし、当該租税（前納）に関する次

期課税期間（支払期間）の初日より前には施行されない。 
3 文化財の一時的な輸出に対する決定(許可文書)の発行に係る国の手数料の限

度額及び個別のカテゴリーの自然人に係る国の手数料の免除を定めることに

関して、ロシア連邦租税法典第 2部第 333.33条及び 333.35条へ変更を導入す

ることに関する 2019年 5月 29日付ロシア連邦法律 No.109-FZ 
公布の日から施行 

4 資産及び銀行における口座（預金）に係る自然人による自主的申告並びに個

別のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律へ変更を導入す

ることに関する 2019年 5月 29日付ロシア連邦法律 No.110-FZ 
公布の日から施行 

5 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 2019 年から 2020 年までの段階のベトナム社会主義共和国政府とカンボジア

王国政府の間の二国間貿易促進協定を実施するための特別優遇輸入税表に関

する議定 
政府の 2019年 11月 20日付第 92/2019/NĐ-CP号議定／20.01.06施行 

2 土地使用料の徴収に関して定める議定を合一する合一文書 
財政省の 2019年 11月 21日付第 57/VBHN-BTC号合一文書 

3 支払仲介サービスに関して指導するベトナム国家銀行総裁の 2014年 12月 11
日付第 39/2014/TT-NHNN号通知の若干の条項を修正し、又は補充する通知 

ベトナム国家銀行の 2019年 11月 22日付第 23/2019/TT-NHNN号通知／

20.01.07施行 
4 市場管理法令の若干の条項の施行細則を定める議定を合一する合一文書 

商工省の 2019年 11月 20日付第 16/VBHN-BCT号合一文書 
5 アメリカに再輸出するためのベトナムへの合板のトランジット経営又は一時

輸入経営の暫定的停止に関して定める通知 
商工省の 2019年 11月 12日付第 22/2019/TT-BCT号通知／19.12.27施行 

6 ASEAN 諸国を原産地とする砂糖の輸入関税割当を適用しないことを定める

通知 
商工省の 2019年 11月 13日付第 23/2019/TT-BCT号通知／20.01.01施行 

 

第 5 韓国 

1 地籍再調査に関する特別法一部改正法 
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19.12.10公布 法律第 16812号／20.06.11施行 
2 特許法一部改正法 

19.12.10公布 法律第 16804号／20.03.11施行 
3 行政手続法一部改正法 

19.12.10公布 法律第 16778号／20.06.11施行 
4 家畜及び畜産物の履歴管理に関する法律施行令一部改正令 

19.12.17公布 大統領令第 30247号／20.01.01施行 
5 騒音・振動管理法施行令一部改正令 

19.12.17公布 大統領令第 30248号／20.01.01施行 
6 電波法施行令一部改正令 

19.12.17公布 大統領令第 30246号／同日施行 
7 株式会社等の外部監査に関する法律施行規則一部改正令 

19.12.17公布 総理令第 1579号／同日施行 
 

第 6 台湾 

1 修正科技部組織法條文 
19.12.11公布 総統府 華總一義字第 10800134441號／同日施行 

2 將科技部新竹科學工業園區管理局組織法名稱修正為科技部新竹科學園區管理

局組織法並修正條文 
19.12.11公布 総統府 華總一義字第 10800134491號／同日施行 

3 將科技部中部科學工業園區管理局組織法名稱修正為科技部中部科學園區管理

局組織法並修正條文 
19.12.11公布 総統府 華總一義字第 10800134501號／同日施行 

4 將科技部南部科學工業園區管理局組織法名稱修正為科技部南部科學園區管理

局組織法並修正條文 
19.12.11公布 総統府 華總一義字第 10800134511號／同日施行 

5 修正獸醫師法條文 
19.12.11公布 総統府 華總一經字第 10800134461號 

6 修正事業用爆炸物管理條例條文 
19.12.11公布 総統府 華總一經字第 10800134451號 

7 修正大學法條文 
19.12.11公布 総統府 華總一義字第 10800134471號 

8 增訂並修正師資培育法條文 
19.12.11公布 総統府 華總一義字第 10800134431號 

9 修正國民年金法條文 
19.12.11公布 総統府 華總一義字第 10800134481號 

10 增訂、刪除並修正動物傳染病防治條例條文 
19.12.13公布 総統府 華總一經字第 10800137701號 

11 修正國家賠償法條文 
19.12.18公布 総統府 華總一義字第 10800137731號／同日施行 

 

第 7 シンガポール 
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1 Maintenance of Religious Harmony (Amendment) Act 2019 
Passed by Parliament on  7 October 2019 and assented to by the 

President on 29 October 2019; No.45 of 2019 
2 GOVERNMENT SECURITIES (AMENDMENT) REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 16 
December 2019 and come into operation on 17 December 2019; 
No.S825/2019 

3 REGULATION OF IMPORTS AND EXPORTS (DATA SHARING — 
OFFENCES) REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 16 
December 2019 and come into operation on 1 January 2020; 
No.S827/2019 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 13 カザフスタン 

1 2020年ないし 2022年における共和国予算に関するカザフスタン共和国法律 
2019年 12月 4日付 No.276-VI ZRK／2020年 1月 1日から施行 

2 情報技術分野における犯罪との闘争における独立国家共同体の加盟国の協力

に関する条約の批准に関するカザフスタン共和国法律 
2019年 12月 9日付 No.277-VI ZRK 
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第 14 ウズベキスタン 

1 新様式の不動産台帳パスポートの段階的導入に係る措置に関するウズベキス

タン共和国内閣決定 
2019年 12月 12日付No.987／同月 13日施行 

2 商品の原産地証明の実施手続に係る規程の承認に関するウズベキスタン共和

国内閣決定 
2019年 12月 13日付No.994／同月 14日施行 

3 ホラズム国立自然公園の組織化に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2019年 12月 14日付No.1000／同日施行 

4 イスラム・カリモフ記念タシケント国立技術大学付属のウズベキスタン・日

本青少年イノベーション・センターの活動の更なる改善に係る措置に関するウ

ズベキスタン共和国大統領決定 
2019年 12月 13日付No.PP-4550／同月 14日施行 

 

第 15 トルコ 

1 青年スポーツ省のスポーツ選手のライセンス、ビザ及び移籍規則 
2019年 12月 14日官報 No.30978／同日施行 

2 アメリカ合衆国上院の決定の非難、否定及び無効と認定することに関するト

ルコ大国民議会の決定 
2019年 12月 13日付No.1237 同月 14日官報 No.30978 

3 穀物及びマメ科植物の輸入における関税率の適用に関する決定における変更

の実施に関する大統領決定 
2019年 12月 14日付No.1835 同月 15日官報 No.30979／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 18 添付法令資料 

   1 モロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能をモロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能をモロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能をモロッコにおける協同組合の一般的地位及び協力開発局の権能を定める法定める法定める法定める法

律第律第律第律第 24242424----83838383 号を施行する号を施行する号を施行する号を施行する 1984198419841984 年年年年 10101010 月月月月 5555 日付勅令第日付勅令第日付勅令第日付勅令第 1111----83838383----226226226226 号号号号（目次）    

   2韓国建築サービス産業振興法韓国建築サービス産業振興法韓国建築サービス産業振興法韓国建築サービス産業振興法（目次）    

   3ウズベキスタン法令ニュースレター～新通貨規制法の重要ポイント～ウズベキスタン法令ニュースレター～新通貨規制法の重要ポイント～ウズベキスタン法令ニュースレター～新通貨規制法の重要ポイント～ウズベキスタン法令ニュースレター～新通貨規制法の重要ポイント～ 

   4 自動車サンプリング試験の手続に関する自動車サンプリング試験の手続に関する自動車サンプリング試験の手続に関する自動車サンプリング試験の手続に関する 2019201920192019 年年年年 8888 月月月月 7777 日付インドネシア共日付インドネシア共日付インドネシア共日付インドネシア共

和国運輸大臣規則和国運輸大臣規則和国運輸大臣規則和国運輸大臣規則 No.54No.54No.54No.54（目次）    
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   5鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書鉱産物法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 
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芳賀 洋一  弁護士：フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 


